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株主の皆様に当社への御理解を一層深めていただくために，当社ホームページには

様々な情報を掲載しております。社業を通じて持続可能な社会を実現することを

基軸とした当社の姿勢と取り組みをまとめた「2005 社会・環境報告書（CSRレポ
ート）」についてもこちらのホームページでご覧いただくことができます。
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社会的責任・環境保全 

http://www.mhi.co.jp

当社ホームページ 社会的責任・環境保全 

トップページのメニュー 
「社会的責任・環境保全」から 
お入りください。 

ごあいさつ

株主の皆様には，平素より格別の御支援，御

高配を賜り，厚くお礼申し上げます。

「株主のみなさまへ」をお手もとにお届けす

るに当たりまして，一言ごあいさつ申し上げ

ます。

当上半期における我が国経済は，個人消費が

堅調に推移するとともに，好調な企業収益を

反映し設備投資も高水準で推移した結果，全

般としては概ね緩やかな景気回復基調にあり

ました。また，輸出は，中国における現地生

産能力の向上や景気の抑制策等の影響により

アジア向けの伸びがやや鈍化する傾向が見ら

れるものの，依然として高い水準の伸びを示

しています。

このような状況の下，当社グループは国内受

注の確保に加え，海外で受注・販売活動を積

極的に展開しました。その結果，当上半期に

おいては，特に海外において，大型案件を相

次いで成約したことに加え，中量産品の受注

も増加するなどの成果を挙げました。まず，

当社のエンジニアリング力が評価されドバイ

向け全自動無人運転の都市交通システムを受

注したほか，サウジアラビア向けに得意機種

の大型メタノールプラントを成約いたしまし

た。また，主力製品であるガスタービンコン

バインドサイクル火力発電プラントの商談が

引き続き活発であり，チリ及び中国向け等を

成約したほか，品質や納入実績が評価され，

フランス原子力発電所向け取替用蒸気発生器

を初めて受注いたしました。さらに，中小型

エンジン，フォークリフト及び過給機の受注

が新型機種の投入効果や欧州の排ガス規制対

応等の需要拡大により増加いたしました。国

内においても，工作機械が自動車関連産業向

けを中心に好調に推移しました。この結果，

当上半期の連結受注高は前年同期を17％上回
る 1兆2,705億99百万円となりました。
連結売上高は，船舶・海洋部門が前年同期と

比べ船舶引渡隻数が少ないことにより減少し

たものの，機械・鉄構部門，原動機部門，中

量産品部門及び航空・宇宙部門が増加したた

め，前年同期を約11％上回る 1兆2,537億81
百万円となりました。

損益面では，近年の好調な受注状況を反映し

左 西岡会長　右 佃社長
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て売上高が前年同期に比べ増加したほか，

販売費及び一般管理費の削減やコスト低減を

中心とした採算改善活動の推進により，営業

利益は 241億45百万円，経常利益は 214億円
となり，前年同期からそれぞれ 282億44百万
円，279億53百万円改善しました。この結果，
中間純利益は 149億 8百万円となり，前年同
期から 364億33百万円改善しました。
なお，当上半期の単独業績は，受注高は

9,416億99百万円，売上高は9,944億35百万円，
営業利益は 110億 9百万円，経常利益は94億
82百万円，中間純利益は79億84百万円となり
ました。

当年度の中間配当につきましては，中間純利

益の水準並びに今後なお，厳しい事業環境が

続く状況であることを勘案して，実施を見送

ることとさせていただきました。株主の皆様

には誠に申し訳なく存じますが，事情御賢察

の上，何卒御了承賜りますようお願い申し上

げます。

今後の我が国経済は，設備投資及び輸出の伸

びはやや鈍るものの，当面堅調に推移するも

のと思われますが，依然として公共投資の減

少が見込まれるほか，米国の利上げ及び中国

の景気抑制政策に伴う経済成長率の低下によ

る世界経済の鈍化や原油価格の高止まりによ

る企業収益への悪影響も懸念され，先行きは

必ずしも楽観を許さない状況にあります。

このような経営環境の下，当社グループとい

たしましては，引き続き収益力の回復を緊急

かつ最大の課題ととらえ，当年度より，損益

改善のための全社緊急活動「アクション０５」

を強力に推進しております。本活動では，も

のづくりの基盤となる生産プロセスを徹底的

に改善することを全社にわたり展開しており

ます。また，製品事業競争力の強化を図るべ

く，個々の事業の強化策に継続して取り組む

とともに，伸長事業に対しては生産能力増強

のための積極的な設備投資を引き続き行って

まいります。さらに，企業体質の強化につい

ては，設計標準化・部品共通化の推進，品

質・信頼性の向上活動，CS（顧客満足）活

動等を通じて，営業・設計・生産技術からア

フターサービスに至るまでの広い意味での

「ものづくり力」強化への取り組みを加速し

てまいります。

最後に，当社は，国土交通省及び日本道路公

団発注の鋼鉄製橋梁工事に関し，独占禁止法

に違反する行為があったとして，それぞれ本

年 6月及び 8月に東京高等裁判所に起訴され
ました。さらに，本年 9月には前述の工事に
関し公正取引委員会から排除勧告を受けるに

至りました。本件につきましては，株主の皆

様に多大な御心配をお掛けし，誠に申し訳な

く，深くお詫び申し上げます。

当社は，従来からコンプライアンスの徹底を

強く指導していたにもかかわらず，かかる事

態に至ったことを真摯かつ厳粛に受け止め，

再発防止策として本年 8月には官公需事業適
正化に向け，その活動状況を全社的にモニタ
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リング・改善指導するため，「受注適正化委

員会」を設置しました。また，官公需営業部

門向けの行動指針の策定，独占禁止法遵守マ

ニュアルの拡充を行い，社員一人一人に至る

まで教育・管理を徹底的に行っております。

これら再発防止策と，本年 7 月に設置した
「内部監査室」による内部監査機能の強化に

より，従来にも増して適正に事業を遂行し，

早期の信頼回復に努めてまいる所存ですの

で，株主の皆様におかれましても，何卒御理

解の程，よろしくお願い申し上げます。

なお，公正取引委員会からの上記の排除勧告

につきましては，問題とされた行為の終了時

期に関し認識の違いがあることから，この点

につき，審判の場で改めて確認してゆくこと

といたしましたので，併せて御報告申し上げ

ます。

取締役会長

取締役社長
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汎用機・特殊車両関係は，国内外の景気回復に伴い
引き続き需要が拡大する中，米国向けを中心に発電
用及び産業用等の中小型エンジンが好調であったほ
か，フォークリフトが伸長し，欧州では過給機も増
加したため，連結受注高は1,734億86百万円，連結売
上高は1,885億91百万円となり，それぞれ前年同期を
上回りました。
冷熱関係は，国内で自動車販売及び買い替え需要の
増加に伴いカーエアコン及びパッケージエアコンが
好調であったほか，海外でも欧州向けを中心にルー
ムエアコンが引き続き堅調であったため，連結受注
高は1,042億18百万円，連結売上高は1,025億11百万
円となり，それぞれ前年同期を上回りました。
産業機械関係は，国内外でオフセット枚葉機が伸長
し，工作機械も国内の自動車関連産業向けが好調で
したが，製紙機械及び押出成形機の商談が相次いで
繰り延べとなったほか，国内の需要が一巡した新聞
用オフセット輪転機も減少したため，連結受注高は
1,019億93百万円，連結売上高は953億78百万円とな
り，それぞれ前年同期を下回りました。

中量産品部門

部門別の概況

船舶・海洋部門
堅調な海運市況を背景に新造船需要が引き続き高水
準で推移する中，得意とする高付加価値船を中心に
幅広い受注活動を展開した結果，LNG船，コンテナ
船等を成約することができましたが，連結受注高は
多数の成約があった前年同期を下回る959億84百万円
となりました。
連結売上高は，船舶引渡隻数の減少等により，前年
同期を下回る1,030億23百万円となりました。

機械関係は，海外でドバイ向け都市交通システム及
びサウジアラビア向け化学プラント等を受注したた
め，連結受注高は前年同期を大幅に上回りました。
一方，鉄構関係は，海外ではLNGの大型貯蔵タンク
及び文化・スポーツ・レジャー関連施設の大型案件
を受注したものの，国内で橋梁が減少したため，連
結受注高は前年同期を下回りました。
以上の結果，部門全体の連結受注高は前年同期を上
回る3,490億49百万円となりました。
連結売上高は，化学プラント等の売上増加により，
前年同期を上回る2,394億31百万円となりました。

機械・鉄構部門

民間機関係は，民間輸送機B787（主翼）を新規に受注
したほか，ビジネスジェット機グローバルエクスプ
レス（主翼等）も増加したため，前年同期を上回り
ました。防衛関係も，地対空誘導弾ペトリオット用
部品が増加したため，前年同期を上回りました。こ
の結果，部門全体の連結受注高は1,231億52百万円と
なり前年同期を大幅に上回りました。
連結売上高は民間輸送機の引渡機数増加等により，
前年同期を上回る1,570億76百万円となりました。

航空・宇宙部門

原動機部門
国内では，既納プラントの改良・改造・修理工事が
増加したものの，新規大型発電プラントの受注がな
く，前年同期を下回りました。海外でも，需要が堅
調な中南米及びアジア等でガスタービンコンバイン
ドサイクル火力発電プラントを成約したほか，フラ
ンス原子力発電所向け取替用蒸気発生器を初めて受
注するなどしましたが，前年同期には及ばず，部門
全体の連結受注高は2,777億96百万円となり大型案件
の受注が相次いだ前年同期を下回りました。
連結売上高は，火力発電プラント工事の増加等によ
り，前年同期を上回る3,338億99百万円となりました。

コーポレート部門 

＜再発防止策＞ 
・独占禁止法の遵守の誓約 
・受注適正化活動の推進 
・コンプライアンス教育の徹底 
・官公需営業担当者の定期的異動の実施 
・官公需受注案件の総点検 

 
・社外有識者による受注適正化活動のモニタリング 
・独占禁止法教育の強化 
・官公庁等ＯＢである顧問，嘱託に対する業務範囲の明確化と 
　透明性確保 

※橋梁独占禁止法違反被疑事件に係る再発防止策について 
当社は，今後より一層厳しく自律して事業活動を行っていくために，次のとおり再発防止策を立案し，早期の
信頼回復に向けて上記「ＣＳＲ推進室」と「内部監査室」の活動と併せ，全力を挙げて取り組んでおります。 

ＣＳＲの更なる推進 

当社は，ＣＳＲを経営の基軸に据えて事業活動を
行っており，そのために，環境保全，人権，コン
プライアンス徹底等を推進する各種委員会を設け
様々な施策を実行しております。また，平成１６年
９月，環境・労働・人権などに関する諸問題の解
決を目的とした国連グローバルコンパクトに参加
いたしました。さらに，平成１７年７月には，各種
委員会・関連部署間の連絡調整や情報共有を図り，
全社的なＣＳＲ経営方針の立案と展開を推進して
いく専門組織として「ＣＳＲ推進室」を新設いたし
ました。 

内部統制強化 

当社は，ＣＳＲの根幹となるコンプライアンスに
ついては特にその徹底に注力しており，平成１３年
５月にコンプライアンス委員会を設置して以降，
各種施策を展開しております。しかしながら，今
般の橋梁独占禁止法違反被疑事件をはじめ，当社
コンプライアンスのあり方を揺るがすような事象
が発生していることに鑑み，平成１７年７月に社長
直属の「内部監査室」を新設し，内部統制の一層
の強化を図っております。 

ＣＳＲ推進室 

社　　長 内部監査室 

企画部 

総務部 
 法務部 
 人事部 
 経理部 
 資金部 
 資材部 

社長室 広報・ＩＲ部 
 情報システム部 

コンプライアンス委員会 

環境委員会 

人権啓発推進委員会 

受注適正化委員会 

輸出関連法規遵守委員会 

建設業法遵守委員会 

障害者雇用拡大推進委員会 
・・・ 

※　　　：ＣＳＲ推進強化のための新たな組織及び委員会 

CSR（企業の社会的責任）推進について
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地球深部探査船「ちきゅう」のしくみ 
海底深部での安定採掘を可能にした技術 

マントルにまで及ぶ 
掘削調査で地球を解剖 
する世界初の探査船 
地球深部探査船「ちきゅう」 

世界が注目する「統合国際深海掘削計画（ＩＯＤＰ）」が
スタートしています。この計画の切り札として，２００７年秋から
計画への参加が予定されている海洋研究開発機構の「ちきゅう」
には，当社の幅広い技術が大いに活かされています。 

デリック 
長い掘削用ドリルパイプ
を吊り下げる 

地中の変化を受信 

陸上局 

「ちきゅう」 
地中と海底の観測装置 

海底ケーブル 

プレート境界 

プレートの運動 

大陸プレート 

海洋プレート 

上部マントル 

下部マントル 

巨大地震の震源 

巨大地震の観測システム概念図 

観測装置拡大図 ドリルビット 
地層を掘る道具 
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上部マントル 

データ 
記録装置 

地震計 
など 

船位保持システム 
（DPS） 
衛星からの位置情報
に、風・潮・波など
の測定を加味して船
の位置を保つ 

アジマススラスタ 
水平方向に３６０度回転
する船位保持の動力 

噴出防止装置（BOP） 
石油やガスなどの突然の
噴出を防ぐ 

ライザーパイプ 
船と海底をつなぐパイプ 

ドリル 
パイプ 

海底 
2,500m

海底下 
約7,000m

資料提供：独立行政法人海洋研究開発機構 
（JAMSTEC） 

地球深部探査船「ちきゅう」の役割 
 
■巨大地震発生の謎を解き，防災システムに貢献 

水深２，５００ｍの海底から深さ７，０００ｍまで掘削する機
能を持った「ちきゅう」は，巨大地震の震源域で
あるプレート境界まで掘削し，そこを直接観察す
ることで，地震発生のメカニズムを解明します。
また，掘削孔と海底にじかに観測装置を設置する
ことで，地震発生の情報を素早く伝える防災シス
テム構築に貢献します。 
 
■地球規模の環境変動予測や地殻内の微生物の研究 
マントルの動きは海流や気候などの地表の環境に
大きな影響を与えています。また地中の微生物活
動の産物であるメタンハイドレートは，新しいエネ
ルギー源として脚光を浴びています。地球規模の環
境問題が人類共通の課題となった今，地球深部の
研究が持つ意味はますます大きくなっています。 
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三菱みなとみらい技術館　リニューアル 

本年 9 月，「海洋ゾーン」では，従来の有人
潜水調査船「しんかい6500」の展示に，新た
に地球深部探査船「ちきゅう」と深海巡航探

査機「うらしま」のコーナーを加え，リニュ

ーアルオープンしました。各コーナーにはシ

ミュレーターゲームなども用意して，来館者

が参加・体験できる展示空間となっています。

また，迫力ある立体映像を楽しめる「3D映像
シアター」も新設しました。現在上映してい

るアニメーションとCGを融合した『＜時空

間クルーズ＞未来からのホットライン』では，

深海から宇宙までの冒険物語をお楽しみいた

だけます。 

※御来場の際には，裏表紙左下の三菱みなとみらい 
　技術館御招待券（有効期限平成１８年３月３１日）を 
　是非御利用ください。 

本年 9 月，東京 23区内在住の方
を対象に，家庭用ロボット

wakamaru の一般販売がスタ

ートしました（限定 100台）。 
そのかわいいボディには，人と

違和感なく「話す＆聞く」こと

のできるコミュニケーション能

力と，制御・遠隔操作・軽量化・

視覚技術など，当社の先端技術

が凝縮されています。一般販売

に向けて，あらゆる面で安全性

を確保するとともにメンテナン

スなど販売後のバックアップ体

制も整えております。ロボット

が家庭の中で人に寄り添う存在

となる新しい時代の幕開けが期

待されています。 

 

深海巡航探査機「うらしま」 

３Ｄ映像シアター 

※お問い合わせ先： 
　　　０１２０ー１７ー００ー８６ 
　または www.wakamaru.net

「人とロボットの共存する時代」へ　～世界初の本格的家庭用ロボット発売～ 

トピックス
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※お申し込み多数の場合は，抽選とさせていただきます。 
　厳正な抽選の上，当選発表につきましては当選者への御連絡  
 （１月中旬発送予定）をもって代えさせていただきます。 

・見学場所 
 
 
 
 
 

・実施日時 

・対 象 者 

・集合，解散 
　 

・参 加 費 

神戸造船所（兵庫県） 
本年創業１００周年を迎えた当造船所では，大
型コンテナ船を始めとする船舶，原子力発電
プラントやディーゼルエンジンといった原動
機の他，高速道路料金システム，家庭用ロボ
ットwakamaru等も製作しております。 

平成１８年３月２４日（金）１３：００～１７：００ 

当社株主の方（同伴者１名様まで可） 

神戸造船所本工場 
（最寄駅：神戸市営地下鉄海岸線  和田岬駅） 

無料（ただし，集合・解散場所までの往復交 
通費は各自の御負担とさせていただきます。） 

・応募方法 
 

・締 切 日 

・募集人数 

右記のとおり官製はがきに必要事項を御記入
の上，御応募ください。 

平成１７年１２月３１日（土）（当日消印有効） 

８０名様（同伴者を含む） 

三菱重工業株式会社 総務部 文書・管財課 
電話番号：０３ｰ６７１６ｰ３１１１（大代表） 
８：４５～１７：３０（土・日，祝祭日を除く） 

※御応募により当社が取得する個人情報は，本工場見学会を実
施する上で必要な限りにおいてのみ使用いたします。 

見学会概要 

応募要領 

お問い合わせ先 
裏 面 

●郵便番号 

●住所 

●電話番号 

●氏名 
（ふりがなを御記入ください。） 

●性別 

●年齢 

●同伴者の氏名，性別，年齢 
（お一人で御参加の場合は不要です。） 

宛名面 

官 製 は が き  

50円 
切手 

東
京
都
港
区
港
南 

　
　
　
二
丁
目
16
番
5 
号
 

三
菱
重
工
業
㈱   

　
総
務
部  

文
書
・
管
財
課 

　
　
　
工
場
見
学
会
係 

行 

1 0 8 8 2 1 5

神戸造船所 

9

工場見学会のお知らせ

第 2回工場見学会は，去る 8月26日当社名古屋航空宇宙システム製作所にて夏空のもと無事に開催す
ることができました。御好評につき，第 3回工場見学会を下記のとおり開催いたしますので，多くの
皆様の御応募をお待ちしております。



10

連結中間決算の概要

中間連結貸借対照表の要旨 （単位：億円）

流動資産

現金預金

売上債権

有価証券

たな卸資産

その他流動資産

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

その他

資産合計

資産の部

24,722

2,002

9,543

16

10,563

2,595

14,957

7,416

327

7,213

6,672

541

39,679

24,656

2,119

10,488

25

9,585

2,437

13,654

7,365

337

5,952

5,387

564

38,311

流動負債

買入債務

短期借入金

前受金

その他流動負債

固定負債

長期借入金

その他固定負債

負債合計

少数株主持分

資本金

資本剰余金

利益剰余金

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

資本合計

負債，少数株主持分及び資本合計

負債，少数株主持分
及び資本の部

15,882

6,125

3,835

4,041

1,878

9,668

5,431

4,237

25,550

177

2,656

2,038

7,435

1,913

△41

△51

13,950

39,679

15,679

6,491

3,566

3,634

1,987

9,379

5,694

3,685

25,059

152

2,656

2,038

7,412

1,104

△60

△51

13,099

38,311

平成17年度
中間期末

(平成17年9月30日現在)
平成16年度末

(平成17年3月31日現在)

平成17年度
中間期末

(平成17年9月30日現在)
平成16年度末

(平成17年3月31日現在)

負債合計
平成17年度中間期の負債合計は，買入債務が減少したものの，
主として前受金，その他固定負債の増加により平成16年度末
に比べて増加しました。

資産合計
平成17年度中間期の資産合計は，売上債権が減少したものの，
主として下半期に向けて引渡し工事が多くなることによるた
な卸し資産の増加と，株価上昇に伴う投資有価証券の増加に
より平成16年度末に比べて増加しました。

資本合計
平成17年度中間期の資本合計は，利益剰余金の増加と株価上
昇に伴うその他有価証券評価差額金の増加により平成16年度
末に比べて増加しました。

●　

●

●

（平成17年度中間期末） （平成16年度末）
（注）有形固定資産の減価償却累計額 15,033億円 14,824億円
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中間連結損益計算書の要旨

売上高

営業費用

営業利益（△は損失）

営業外収益

営業外費用

経常利益（△は損失）

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益（△は損失）

法人税等

少数株主利益

中間純利益（△は損失）

12,537

12,296

241

121

149

214

－

－

214

54

10

149

11,263

11,304

△40

116

140

△65

19

207

△253

△41

3

△215

（単位：億円） 中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期末残高

782

△477

△479

14

△158

1,897

28

1,767

1,506

△845

916

4

1,582

1,847

5

3,435

（単位：億円）

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フローは，三菱自動車工業（株）
の増資引き受けを実施した平成16年度中間期より投資有価証
券の支出が減少したことなどにより平成16年度中間期比
368億円支出が減少し△477億円となりました。

平成17年度
中間期

平成17年4月１日から
平成17年9月30日まで（ ）

平成16年度
中間期

平成16年4月１日から
平成16年9月30日まで（ ）

平成17年度
中間期

平成17年4月１日から
平成17年9月30日まで（ ）

平成16年度
中間期

平成16年4月１日から
平成16年9月30日まで（ ）

営業利益・経常利益
平成17年度中間期の営業利益・経常利益が平成16年度中
間期に比べて増加したのは，主として売上の増加や販売
費・一般管理費の減少とコスト低減を中心とした採算改
善活動の推進によるものです。

営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは，税金等調整前中間純
利益は増加しましたが，売上規模の拡大に伴う運転資金の増
加等により平成16年度中間期比723億円減少の782億円となり
ました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フローは，社債の償還を行った
ことなどにより△479億円となりました。

中間純利益
平成17年度中間純利益が平成16年度中間期に比べて増加
したのは，営業利益・経常利益の増加に加え特別損失の
計上がないことによるものです。

●

●

●

●

●

●

（△は損失）

（平成17年度中間期）（平成16年度中間期）
（注）1株当たり中間純利益 4円44銭 △6円40銭



（平成17年度中間期末） （平成16年度末）
（注）有形固定資産の減価償却累計額 12,797億円 12,730億円
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中間損益計算書の要旨

売上高
営業費用
営業利益（△は損失）
営業外収益
営業外費用
経常利益（△は損失）
特別利益
特別損失
税引前中間純利益（△は損失）
法人税,住民税及び事業税
法人税等調整額
中間純利益（△は損失）
前年度繰越利益
中間未処分利益

9,944
9,834
110
114
129
94
－
－
94

△17
32
79

146
225

9,079
9,200
△121

93
101

△129
25

150
△255
△4
△77
△173

373
200

（単位：億円）

単独中間決算の概要

中間貸借対照表の要旨 （単位：億円）

20,794
1,233
8,342
8,867
487

1,863

12,843
5,690
2,027
3,663
176

6,976
6,397
578

33,637

21,187
1,429
9,267
8,220
506

1,764

11,700
5,697
2,045
3,652
195

5,807
5,122
685

32,888

流動資産
現金預金
売上債権
たな卸資産
繰延税金資産
その他流動資産

固定資産
有形固定資産
建物
その他有形固定資産

無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
その他投資等

資産合計

資産の部
13,033
5,405
2,594
3,745
1,287
8,451
2,100
4,833
788
729

21,485
2,656
2,035
5,703
1,810
△51

12,152
33,637

13,068
5,939
2,253
3,457
1,417
8,343
2,100
5,254
273
715

21,412
2,656
2,035
5,757
1,078
△51

11,475
32,888

流動負債
買入債務
短期借入金
前受金
その他流動負債

固定負債
社債
長期借入金
繰延税金負債
その他固定負債

負債合計
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本合計
負債及び資本合計

負債及び資本の部

平成17年度
中間期末

(平成17年9月30日現在)
平成16年度末

(平成17年3月31日現在)

平成17年度
中間期末

(平成17年9月30日現在)
平成16年度末

(平成17年3月31日現在)

平成17年度
中間期

平成17年4月１日から
平成17年9月30日まで（ ）

平成16年度
中間期

平成16年4月１日から
平成16年9月30日まで（ ）

（△は損失）

（平成17年度中間期） （平成16年度中間期）
（注）1株当たり中間純利益 2円38銭 △5円15銭
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会社の概要

監　査　役 岸 　 　 曉

監　査　役 中 野 豊 士

監　査　役 野村吉三郎

監査役（常勤） 富 田 敏 T

監査役（常勤） 稲 熊 豊 K

執 行 役 員 冨 川 史 雄

執 行 役 員 内 田 　 進

執 行 役 員 松 岡 利 行

執 行 役 員 宮 首 昭 彦

執 行 役 員 山 田 陽 二

執 行 役 員 安 田 勝 彦

執 行 役 員 和木坂史生

執 行 役 員 井 上 　 裕

執 行 役 員 飯 島 史 郎

執 行 役 員 渡 部 　 健

執 行 役 員 澤 　 　 明

取締役会長 西 岡 　 喬

取締役社長 佃 　 和 夫

前 沢 淳 一

太 田 一 紀

松 浦 重 治

永 田 育 郎

浦 谷 良 美

高 岡 　 力

江 川 豪 雄

福 江 一 郎

戸 田 信 雄

菅 　 　 宏

大 宮 英 明

取　締　役 佐々木幹夫

取　締　役 和 田 明 広

青 木 素 直

吉 田 雄 彦

役 員 （平成17年9月30日現在）

会社が発行する株式の総数 6 ,000 ,000 ,000株
発行済株式総数 3 ,373 ,647 ,813株
株主数 311 ,665名

株式の状況 （平成17年9月30日現在）

31.94%

0.82%

6.47%

0.01%未満 

27.42%

33.35%

概 要

社 名 三菱重工業株式会社

本 社 東京都港区港南二丁目16番５号
〒108－8215 103－6716－3111

創 立 明治17年７月７日

設 立 昭和25年１月11日

資本金 265,608百万円
(平成17年 9月30日現在)

従業員数 33,254名
(同上)

ホームページ http://www.mhi.co.jp

取　締　役
副社長執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員
取　締　役
常務執行役員

取　締　役
執 行 役 員
取　締　役
執 行 役 員






